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ベトナムの電力法改正の経緯

改正電力法の内容とハイライト

出所：ベトナム政府公開情報に基づきONE-VALUEが作成

2024年改正電力法は、再生可能エネルギー拡大や市場の透明化を通じ、持続可能で競争力
ある電力分野の構築を目指し、経済成長と環境保護の両立を図ることを主目的とする。

2004年、電力法 2012年：電力
法改正

2018年：電力
法改正

2022年：電力
法改正

2023年：電力
法改正
2024年7月1日
から有効

2024年：改正電力法
2025年2月1日から有
効（予定）

第5章：電力売買活動

3節、29条からなる。

▪ 第1節：競争的電力市場（12条）。

▪ 第2節：電力売買契約および電力供給サービス（14条）。

▪ 第3節：電力料金および電力関連サービス（3条）。

第6章：国家電力システムの運営および調整

13条からなる。

第7章：電力施設の保護および電力分野の安全確保

3節、22条からなる。

▪ 第1節：電力施設の保護（8条）。

▪ 第2節：電力供給の安全確保（10条）。

▪ 第3節：電力工事の安全（4条）。

第8章：電力分野における国家管理責任

4条からなる。

第9章：施行条項

3条からなる。

第1章：一般規定
8条からなる。

第2章：電力開発計画および電力プロジェクトへの投資
4節、22条からなる。
▪ 第1節：電力開発計画、電源および省レベル送配電網の開発案、
計画実施方針（9条）。

▪ 第2節：電力プロジェクトおよび電力工事の建設投資（8条）。
▪ 第3節：電力プロジェクト投資者の選定（3条）。
▪ 第4節：BOT契約等による電源プロジェクトおよび投資方式（2条）。

第3章：再生可能エネルギーおよび新エネルギーの電力開発
2節、16条からなる
▪ 第1節：再生可能エネルギーおよび新エネルギー電力、電力生産
活動（10条）。

▪ 第2節：洋上風力発電開発および環境保全の確保（6条）。
第4章：電力事業許可

13条からなる。

「2024年改正電力法」の構成

※2024年11月30日午後、改正電力法が国会で正式に可決された。
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改正電力法の論点

改正電力法の論点

出所：ONE-VALUEにて作成

改正電力法は、電力供給の安定化、再生可能エネルギー強化、インフラ整備を通じて、経済
発展に必要な電力供給とカーボンニュートラルの実現を目指す。

経済発展のために
十分な電力供給を
確保し、カーボン
ニュートラルの目
標達成を目指す。

改
定
電
力
法
の6

大
政
策

現状・課題

◼ 電力供給の不安定性
◼ 再生可能エネルギーの
導入・開発遅れ

◼ 送電インフラ不足
◼ 電力市場の不透明性
◼ 電力料金の不公平性
◼ 輸入燃料依存度の高さ
◼ 電気事業許認可の複
雑さ

◼ 老朽化した設備と安全
リスク

エネルギー供給と
インフラの課題

不安定なエネルギー供給

送電網拡張の遅れ

再生可能エネルギーと
政策の強化

市場メカニズムの未整備

新エネルギーに参入を検討する投
資家にとって弱いインセンティブ

規制と運営管理の改善

許認可手続きが煩雑

電気料金体系の見直し

問題・論点

対策 主な目的
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改正電力法の新たな計画、規定、条件

改正電力法の新たな規定

出所：ERAVのウエブサイトに基づきONE-VALUEが作成

改正電力法は、国家の持続可能なエネルギー発展戦略（2045年まで）に適合し、従来の電力
法にある枠組みを継承しつつ新たな方向性を示す。

電力開発計画

電力プロジェクトへの投資について、改正電力法は管理機関の権限と
責任を補足している。

計画の策定、承認申請、調整、進捗状況の監視を明確にし、電源プロ
ジェクト投資家の選定基準を説明している。

再生可能エネルギーおよび新エネルギー電力の開発規定

第3章では、全面的な新しい規定が作成され、党と国家の方針を制度化
する。

特に自家消費電力（屋根置き太陽光発電、バイオマス発電等）および洋
上風力発電に焦点を当てる。

電気事業許可および運用条件の提示

第4章では、競争力のある電力市場の発展に合わせて、電力事業ライ
センスを付与するための多くの原則と条件を提示している。
ライセンス条件は、市場発展のレベルに応じた規制要件を反映するよう
に調整されている。

第5章第2節および第3節では、電力先物契約、電力直接取引、電力価
格の計算および調整方法が追加・改正されている。
市場メカニズムに基づいた電気料金の設定：このメカニズムは、コストと
収益の透明性を向上させるため、投資資金を引き付ける可能性を高め
ることにも寄与する。

電力売買活動に関する規定

国家電力システムの運用および調整に関する規定

第6章では、運用原則や外国の送電網との接続、電力需要の管理について
新たな要点が追加されている。
新しい法律では、例えば投資方針承認や森林利用目的の転換に関連する
手続きを簡略化する等、緊急電力プロジェクト（※緊急の定義は具体的に
ない）の実施を加速するためのいくつかの規定が導入されている。

電気料金政策および電気サービスに関する規定

第7章および第8章では、電気料金が電力事業者の電力生産・事業運
営コストを反映し、公開性、透明性、公平性を確保し、電力事業者間の
不公平をなくす内容が追加されている。また、海外からの電力輸入に適
した料金メカニズムを定め、小売電力価格調整に関する権限の規定を
改正している。
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改正電力法がもたらす外国投資家にとってのビジネス機会

改正電力法がもたらす外国投資家にとってのビジネス機会

出所：ONE-VALUEにて作成

改正電力法は、より良い法的環境を整備し、クリーンエネルギーと新エネルギーの促進を支援
するとともに、プロジェクト実施における法的障壁を解消することを目的とする。

改正電力法の新しい点 ビジネス機会

緊急電力プロジェクト
の手続き簡素化

▪ 投資方針の承認や森林利用目的の転換に関する手続きを簡素化することで、
緊急電力プロジェクトの実施を加速させる。

▪ 投資家は、簡易化された手続きにより、リスクとコストを削
減しながら緊急電力プロジェクトに参加可能。

▪ 再生可能エネルギーソリューションやプロジェクト開発支援
サービスを提供する企業にとって、優先プロジェクトへの参
入機会が増加。

220kV以下の送電網

投資における障壁の
解消

▪ 2つ以上の行政省・市・区をまたぐ220kV以下の送電網プロジェクトに関する
承認手続きの障壁を撤廃。

▪ 220kV 以下の送電線の民営化は、投資誘致の増加と電力プロジェクトの開
発の加速になる。

▪ 送電網投資や送電設備を提供する企業は、法的環境の改
善により、ベトナム市場への参入がより可能に。

▪ 送電網インフラ構築とコンサルティング市場の拡大。

原子力発電への国家
独占投資

▪ 政府が2016年に中断されたニントゥアン原子力発電プロジェクト（4,000MW）
を再開し、原子力発電所の投資・運営を独占。

▪ 外国企業は、原子力関連の技術、設備、技術サービスを
提供することで参入可能。

▪ 人材育成や研究分野での協力の機会。

再生可能エネルギーと
新エネルギーの推進

▪ 再生可能エネルギー（風力、太陽光）や新エネルギー（水素、アンモニア）の
開発を促進し、2050年までのカーボンニュートラル目標の実現を支援。

▪ 大規模な洋上風力発電プロジェクトや太陽光発電プロジェ
クト、先進的なエネルギー貯蔵技術への投資機会。

▪ 水素・アンモニアの研究、生産、応用における協力。

新しい電力料金メカニ
ズムと長期契約

▪ 二部料金メカニズム（設備維持やピーク時の固定費と実際の使用電力量に
基づく変動費）を試験導入し、電力量料金に加え、容量料金を追加。また、長
期的な最低電力供給量契約の重要性を強調。

▪ 電力料金メカニズムの透明性向上により、特に洋上風力
発電、LNG、再生可能エネルギーのプロジェクトで投資効
率の最適化が可能。

▪ コストと収益の透明性向上を通じ、投資資金の誘致可能性
が拡大。

改正電力法の不足点
と法整備の必要性

▪ 洋上風力発電は高額な投資が必要で、国防安全や主権保全にも関連するため、「条
件付き投資分野」として分類されている。しかし、現行の改正電力法案では、以下のよ
うな不明瞭な点が現地報道では指摘されている。

➢ 国家所有企業が外国企業と協力する際の法的枠組みの欠如。

➢ 調査・開発の許可を受けた企業がそのまま資本参画できるか否かの規定不足。

▪ 法的文章がまだ不明確なため、不明
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